
こどものケアニーズに応じた支援について

こども家庭庁支援局家庭福祉課

資料１



これまでの専門委員会を踏まえた考えられる論点

 ◇ケアニーズは変化していくものであり、入所時点で固定的に捉えるものではなく、定期的に
再アセスメントを行い、こどものケアニーズに応じた支援を提供することが必要。

【主な論点】こどものケアニーズに応じた支援を行うため、乳児院の在り方をどう考えるか。

①家庭養育の優先を進める中で乳児院の入所機能をどう考えるか。

・こどものケアニーズに応じた支援に適した施設形態について

・施設入所による養育期間について

②乳児院の専門性の強化をどう考えるか。

・これまで培ってきた豊富な経験を活かした支援について

・親子関係の再構築、親子の再統合に向けた保護者等への支援について

・人材の専門性の向上（研修等）について

③こどもの養育の専門性を活かした乳児院の機能強化をどう考えるか。

・医療的ケア児等のケアニーズの高いこどもの入所機能

・ショートステイ事業等の実施による家庭支援機能

・乳児院地域支援事業等の実施による予防的支援機能、妊産婦等生活援助事業等の実施による特定妊婦支援

機能

・一時保護機能や一時保護された乳幼児とその親子に関するアセスメント機能

・里親支援センター等の併設による里親支援機能、養子縁組支援機能 など
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【主な論点】こどものケアニーズに応じた支援を行うため、児童養護施設の在り方をどう考えるか。

①家庭養育の優先を進める中で児童養護施設の入所機能をどう考えるか。

・こどものケアニーズに応じた支援に適した施設形態について

・施設入所による養育期間について

②児童養護施設の専門性の強化をどう考えるか。

・これまで培ってきた豊富な経験を活かした支援について

・親子関係の再構築、親子の再統合に向けた保護者等への支援について

・人材の専門性の向上（研修等）について

③こどもの養育の専門性を活かした児童養護施設の機能強化をどう考えるか。

・医療的ケア児等のケアニーズの高いこどもの入所機能

・ショートステイ事業等の実施による家庭支援機能

・児童家庭支援センター等の併設による相談援助機能

・一時保護機能や一時保護された乳幼児とその親子に関するアセスメント機能

・児童自立生活援助事業等の実施による自立支援機能

・里親支援センター等の併設による里親支援機能、養子縁組支援機能 など
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【参考：第５回専門委員会での主な発言要旨】

（里親関連）

・ パーマネンシー保障の観点から、親族、知人も含めた里親を優先的に考え、それをしやすいような要件変更も検討する必要。 

・ 親族里親の機能拡大、親族に限定せずに地域の知人も含めたキンシップ里親のような考え方が必要。こどもにとって心理的・物理的に距
離の近い頼れる大人とのつながりをベースとした養育環境を準備していくことは、こどもの負担を最小限にした地域の中でのパーマネン
シー保障にもなる。

・ 地域との関係もパーマネンシーを考えると大事で、友人・親戚をキンシップで探していく、なくともそれを作っていく地域コーディネー
ターを専門職として配置するなどはすばらしいアイデア。

・ 職業里親、専門職里親の位置づけの検討や、養育に専念できる十分な里親手当の検討が必要。

・ 里親には新たに類型が必要で、まずは養育里親でもっと見られるようにするという意味で支援強化型養育里親、そこでも難しい場合にフ
ルタイムで見られる専門職里親、これらは職業里親に当たる。また、緊急・一時里親も常に対応できるという意味で新設したらどうか。
さらに、パーマネンシー保障の観点から、親族里親の対象児童の要件緩和の検討が必要。養子縁組里親は別の専門委員会での案を反映す
るべき。

・ 専門職里親、緊急・一時里親の新設や、施設等は24時間人員がいるので職員が里親もできるような形を考えるとよく、職業化については、
どう変えていけるかが実現可能性を高めることにつながる。

・ ケアニーズへの支援内容などを整理して多様な里親類型を構築することが必要で、トラウマや発達障害、愛着障害など今の専門里親を検
討して専門養育里親、職業化は労働条件など難しい面も出てくるため高度専門養育里親として重複障害や医療的ケアが必要な子を対象に
する。短期・緊急対応里親も必要。また、親子一緒に支援することで親子が自立をしていくことから、親子支援里親が必要。さらに、大
学進学など地元から離れて生活を始める方をサポートするような自立移行支援里親も必要。

・ 乳幼児緊急里親として、緊急時に確実に乳幼児を受け入れられる家庭が地域にあることは、こどもの移動負担や心理的負担を軽くするの
と同時に、乳幼児期からの家庭養護を推進するという意味もある。

（ファミリーホーム関連）

・ 家庭養護としての専門性の位置づけが必要。

・ 質を担保するアセスメント基準の整備と、養育者の資格要件や専門性の水準を高めていく必要。

・ ケアニーズに応じた養育人数・制度設計として、４人の委託児童で運営できる制度設計が必要。

・ 乳児や医療的ケア児など、こどものニーズに合わせて、こどもの人数、職員の配置など、可能になる新たなファミリーホームの展開が必
要。
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・ 地域における家庭養護の核となるような役割を担うことも求められる。

・ こどもの多様なケアニーズに応じた専門的な地域支援拠点へなる必要。ファミリーホームの一般レベルとしては児童４人が定員としては
よく、乳幼児は２～３人程度がよい。専門ファミリーホームとして、トラウマや発達障害、愛着障害などのこどもを養育するため、心理
職を加えたようなファミリーホーム。高度専門ファミリーホームとして、重度トラウマや重複障害、医療的ケアなどのこどもを養育する
ため、心理職又は看護職とファミリーソーシャルワーカーを加えた形。多機能地域連携型ファミリーホームとして、地域拠点として他の
里親をサポートするような形。ショートステイ、レスパイト、里親支援、保護者支援などを実施するファミリーホームがあるとよいため、
心理職とファミリーソーシャルワーカーを加えた形。

・ 里親支援型ファミリーホームとして、他の里親家庭のレスパイトケアや一時保護を専門的に受けることで地域全体の家庭養護を支えるハ
ブ機能を担う支援拠点としてはどうか。

・ 地域とつながりはファミリーホームの支援の成果を決定づけるくらい言ってもいい。そのため、ファミリーホームには地域に出向いてい
くような地域コーディネーターが必要。里親はもともと地域でつながりのある中にいると思うが地域のサポートは重要なこと。

・ 原則として乳児は親と分離すべきではなく、親子一緒の保護や親子一緒に支援することをスタンダードにすべき。一時保護であっても乳
幼児期は親と一緒に委託できるような環境が必要。一方で、親子一緒では大きな規模が必要となり、親子支援、乳幼児支援という意味で
ファミリーホームが大事で、地域とつながりのある中で、地域のこどもとして育てられることは大事。ファミリーホームと施設の小規模
化・地域分散とどのように違ってくるのかの整理が必要。専門性という意味では、専門里親とファミリーホームの違いをどうしていくの
かも整理が必要。

・ 質を担保するアセスメントととして、開設時のホームの資格要件、どういう条件を備えているか、現状としていろいろな在り方があるよ
うだが整理が必要。養育者の資格要件、専門性の水準として、登録前研修も諸外国のスタイルにならいながら充実して、レベルの高いと
ころからファミリーホームや里親がスタートするというシステムに変えていくことが必要。

・ 年齢の低いこどもへの支援として、乳児に特化したファミリーホームや、分離をせずに親子で支援をしていくようなところを今回の改革
の中でしっかり考えていくことが重要。また、養育者とこどもの人数比はケアの質を決めていくため、６人よりも４人、乳児だったら
２～３人、今より小さなものにしていくことに賛成。

・ 養育者とこどもの人数は、物理的な計算ではなく、こどもの年齢や養育者の手がかかるポイントを可視化しないと、単純に人数だけで見
えづらいのではないか。養育力や外部機関との連携、こども同士の相互作用にもよるところがあり、考え方を改めて議論してもいいので
はないか。

・ ファミリーホームを離れた後その場所は実家のような場所になるため、帰ってこられるような定員設定をして予算がつくなど保障される
ものができるとよい。

・ ファミリーホームで育つと誰かが外に働きに行くことを見る経験がなく、自立支援にあたってキャリア選択の伝達が大切。

・ ファミリーホームの歴史を理解し、ファミリーホームの定義を考えていくことが必要。
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（家庭養護に必要となる資質や知識、スキル関連）

・ 登録前研修・トレーニングの充実が必要で、親子を悪者にしない人権意識を持ち、多職種と連携したチーム養育を実践できることが大切。 

・ 養育里親の基本的能力向上のため、里親支援センター等による研修強化やオンデマンド研修の活用が必要。

・ 里親・ファミリーホームの研修、ケアニーズ対応力を育成する段階的・専門職的な研修システムの構築が必要。児童福祉司研修と同様に、
事前研修・事後研修があるが到達目標やカリキュラムを作成して義務的な研修にする必要。現行の認定・継続研修に加え、共通基礎研修、
全里親共通は基本的なニーズに対応するためのもの、プラス、類型別専門研修は特別のニーズに対応することを考えた研修を考えるべき。 

・ 実親を尊重できるコミュニケーションが非常に大事。

・ 自身を客観的に捉え直すことが必要。現在の養育で何が足りないのか、何で補填できるのかを客観的に捉えて、地域の資源やコミュニ
ティやネットワークの中で何が開拓できるのかをちゃんと補填できるスキルのある方というのが必要。

・ こどもの視点としては、いつ手を離されてしまうのか分からない中でこどもは生活をずっと送っており、この子は本当にここで手を離し
たら１人ぼっちになってしまうという覚悟を絶やすことのないような支援体制作りを専門職の方と一緒に作っていけたらいい。

・ 養育者自身の価値観や経験に頼りやすくなるため独善的にならないようにこどもの権利保障の視点を持つこと、社会的養育は家庭内で完
結せずに多様な機関と共同しながら行われるためチーム養育の視点を持つことが必要な資質。

・ 研修体系、登録前の研修に加えて、基礎研修や専門研修など段階的・体系的に整理して、特にこどもの定型発達、社会化、アタッチメン
トなどの理解を深めていくことが重要。また、研修は学ぶだけではなく、孤立を防ぐ場としての機能もあり、定期的な研修を通じて里親
家同士がつながり、困ったときに助けを求められる関係を作っていくことが心の支えになる。

（家庭養護を支える支援として必要となる体制関連）

・ 家庭養護はチーム養育であることが必要。 

・ 児童相談所やフォスタリング機関が里親やファミリーホームへこどもの養育に必要な情報提供を適切に行い、パートナーシップの下でこ
どもを支えていく体制が重要。

・ 養育里親に対するサポート強化は、既に母子看護訪問や児童心理治療施設の通所利用、家事支援などあるが、これを入れやすくする、併
用して活用していくことで強化可能。

・ 実践型ＳＶによる実践を振り返る継続支援、里親が養育していて困ったときに里親支援センター等でいつでもＳＶを受けられるような体
制を整えることが必要。
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・ 里親支援センターや児童家庭支援センターなど外部機関がファミリーホームの養育環境をサポートしていくことが重要。また、ケース検
討にあたっては、心理職など外部から必要な職員が参加し、ファミリーホームの養育者は養育に専念できるような環境が重要。

・ 里親をファミリーホームや施設などの専門性が高いところが支えるシステムが必要。

・ アタッチメントトラウマの理解は必須だが、頭で理解しても日々の養育になると難しく、そのために毎日寄り添って話を聞いて一緒にア
セスメントを考えていくといった強力な支援体制を作ることが必要。

・ 子育てに様々な理想を持つ方が多いがそこをほぐせる組織体制が必要。また、それを自覚することができる素質のある方に養育に関わっ
ていただきたい。

・ 支援体制は、ソーシャルワークの視点から家庭養護が行き詰まった際にそれをオープンにできるメンターのような存在が必要で、地域の
中で新たに協議会等の場を設けるなど情報共有や役割分担を明確にして機関同士が顔の見える連携を作っていく必要。

・ 支援内容、相談だけではなく実践的な支援が必要。特に委託時の丁寧な情報共有は必要不可欠で、こどもの行動特性や、それが起きる見
立てを可能な限り共有してほしい。

・ こどもが行動上のサインを複数発信している場合には迅速に介入できる緊急時の体制、レスパイト機能の確保が重要。一方で、支援の入
り方によっては委託児童が不安定になることもあるため、里親だけでなく委託児童ともしっかり関係を築いておくことが必要。

・ 児童家庭支援センター協議会と連携協定を結んで、24時間365日、里親らの支援を受けてもらえるみたいなことをやったが、そういう意
味でのつながりをどのように作っていくかということは大事。

・ 里親に寄り添うだけではなくて実効性のあるシステムを作ることが重要。毎日24時間連絡できるようにすることが理想だが、少なくとも
委託してから３か月は毎日夜でも連絡できるような体制を採っておくのは基本。少なくとも毎日聞いて、毎日一緒に考えて、情報をきち
んと共有していくというシステムを作ったほうがいい。

・ 永続性のため、最初のアセスメントもそうだが、完璧なマッチングができない部分もあるため、どう支えていくかの視点も大切。

・ 里親、ファミリーホームへの支援で必須なのは、児童相談所の期待、理解とサポートの仕方を学んでいるかという視点も非常に重要。必
要な情報の共有などの関係性が重要。

・ こどもにとって実親か里親かという葛藤が一番小さくなるのは、実親と里親の交流があること。大変な家庭があるのも事実だが児童相談
所の理解や協力は必須で、ソーシャルワークの在り方として実親に関してどのようなサポートがあるか、また、それを理解できる里親に
措置していくという形は考えてもいい。

・ 実親、里親への思いなどこどもの複雑な気持ちをしっかり扱うような支援体制と、こどもがなぜ里親家庭にいなくてはいけないのかとい
う説明責任がしっかりされることが重要で、それはこどもがこれからの人生を捉え直すときのために必要。
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（その他）

・ 里親に経済的損失が生じる場合の休業補償や休暇制度が必要で、社会が補償するという発想でやっていけたらよい。

・ エレコム株式会社が独自の里親支援制度として休暇や一時金の支給などを行っているが、こうした考え方が必要だということが広がって
くれば、国の制度としても取り入れやすくなるのではないか。

・ 中高生で大人の手がかからないと思われる場合、実はすごく悩んでいるが乳幼児に手がかかるから負担をかけないようにしようみたいな
ところも考慮していかないといけない。

・ 特に０歳児を見る上で一番重要なことは即時対応性で、発達の上で必須。それを担保するには複数人数の支援は厳しく、少なくとも０歳
児は１人つきっきりである必要。

・ 社会的養護のこどもに愛着の問題がないこどもはいないという前提で見るべき。

・ 実親との調整がいらないこどもはおらず、すべてのこどもに対してファミリーソーシャルワークは必須。

・ イギリスでは里親養育と治療型施設の二重措置が当たり前となっており、それが理想。施設で本園と地域小規模施設であれば担保できる
が、施設以外では二重措置も考える必要。

・ 養子縁組里親をどうするかということについて議論しないと、支援のことも議論できない。

・ 数字では養子縁組里親はあまりおらず養育里親が多いが、養子縁組里親を希望したが養育里親になったという方も多い。養子縁組里親と
養育里親の支援の方法は異なり、議論を深める必要がある。今後、どのような里親を増やしていくのかを明確にし、リクルートや研修な
どを考える必要。

・ ファミリーホームと里親は家族構造がある前提だが、こどもの現家族とは違う家族構造があることに対して、こどもの大変さと里親の大
変さをどう扱うかということが重要。

・ こどものアセスメントは当然だが、養育者は何ができて、何に困っているのかなどのアセスメントをしないとちゃんとした支援はできな
いため、ここを評価できるようなツールを作って養育者を支援するシステムが必要。

・ こども、親、親子のアセスメントが必要。親子は一緒に暮らしてみないと分からないことがあり、母子分離にするのではなくて、親子を
支援しながら見るというところを担保する必要。

・ 権利擁護の視点、家庭養護においてもこどもの声が適切に反映される仕組みが必要。こどもや養育者に対しての権利教育に加えて、独立
型アドボカシーやこどもの意見を取り入れた評価、委託児童同士の交流機会の確保などにより、こどもが安心して声を上げられる環境を
作ってほしい。
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○乳児院・児童養護施設における施設数及び入所児童数の推移

＜参考＞要保護児童数の推移
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6
46,673 45,236 46,463 45,826 45,681 45,549 45,578 45,721 44,354 44,258 43,650 42,434 41,773 41,507 41,436 41,823

（単位：人）

（注）要保護児童数は、里親・ファミリーホームの委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・児童自立支援施設・母子生活支援施設・児童自立生活援助事業の入所児童数の合計

（出典）
・里親、ファミリーホーム、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、母子生活支援施設は、福祉行政報告例（各年度3月末現在）
・児童自立支援施設、児童自立生活援助事業は、家庭福祉課調べ（各年度10月1日現在）

（単位：人）



乳児院・児童養護施設の小規模かつ地域分散化の状況

9

定員総数＊

敷地内 敷地外

大･中･小舎
小規模グループケア 地域小規模

児童養護施設本体施設内 別棟 分園型

児 童 養 護
施 設

28,462人
［100％］

11,555人
［40.6％］

9,255人
［32.5％］

1,899人
［6.7％］

2,084人
［7.3％］

3,669人
［12.9％］

乳 児 院
3,711人
［100％］

1,723人
［46.4％］

1,720人
［46.3％］

202人
［5.4％］

66人
［1.8％］

－

入所児童
総数

敷地内 敷地外

大･中･小舎
小規模グループケア 地域小規模

児童養護施設本体施設内 別棟 分園型

児 童 養 護
施 設

22,342人
［100％］

7,592人
［34.0％］

7,943人
［35.6％］

1,635人
［7.3％］

1,859人
［8.3％］

3,313人
［14.8％］

乳 児 院
2,449人
［100％］

928人
［37.9％］

1,307人
［53.4％］

159人
［6.5％］

55人
［2.2％］

－

〇入所児童数

※令和６年１０月１日現在（家庭福祉課調べ） （施設数：児童養護施設６０６か所、乳児院１４７か所）
※構成割合は四捨五入のため、内容の合計が総数に合わない場合もある。

〇定員



乳児院・児童養護施設の現状①

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（１）こどもの委託理由 （２）こどもの現在の年齢

10

H30 R5 H30 R5

総数（人） 3,023 2,404 27,026 23,043

父の死亡 0.1% 0.0% 0.5% 0.4%

母の死亡 0.5% 1.7% 2.0% 1.8%

父の行方不明 0.0% 0.0% 0.2% 0.2%

母の行方不明 1.3% 1.0% 2.6% 1.7%

父母の離婚 1.4% 0.9% 2.0% 1.1%

両親の未婚 2.8% 2.2% ＊ ＊

父母の不和 2.2% 2.0% 0.9% 1.1%

父の拘禁 0.3% 0.6% 1.1% 0.9%

母の拘禁 3.7% 2.8% 3.7% 3.0%

父の入院 0.1% 0.1% 0.4% 0.3%

母の入院 2.6% 1.1% 2.3% 1.9%

家族の疾病の付き添い 0.2% 0.1% 0.1% 0.1%

次子出産 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

父の就労 0.8% 0.5% 2.1% 1.3%

母の就労 2.9% 3.5% 2.2% 1.4%

父の精神疾患等 0.2% 0.5% 0.8% 0.8%

母の精神疾患等 23.2% 24.6% 14.8% 14.5%

父の放任・怠だ 1.0% 1.4% 2.0% 2.2%

母の放任・怠だ 15.7% 14.9% 15.0% 16.4%

父の虐待・酷使 4.0% 3.2% 9.4% 12.5%

母の虐待・酷使 6.2% 8.1% 13.1% 15.0%

棄児 0.3% 0.4% 0.3% 0.3%

養育拒否 5.4% 5.9% 5.4% 4.7%

破産等の経済的理由 6.6% 6.2% 4.9% 3.8%

児童の問題による監護困難 0.1% 0.2% 3.9% 3.9%

児童の障害 1.2% 1.0% 0.4% 0.3%

その他 16.6% 16.6% 9.2% 9.0%

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、不詳を含む。

児童養護施設乳児院
 

構成割合（％）

H30 R5 H30 R5

総数 （人） 3,023 2,404 27,026 23,043

0歳 21.9% 19.7% - 0.0%

1歳 33.7% 30.2% 0.0% 0.0%

2歳 28.7% 28.6% 0.7% 0.4%

3歳 10.6% 14.6% 2.6% 1.9%

4歳 2.9% 4.9% 3.9% 3.3%

5歳 1.0% 1.7% 4.7% 3.9%

6歳 0.3% 0.2% 5.0% 4.7%

7歳 - - 5.0% 5.0%

8歳 - - 5.3% 5.5%

9歳 - - 6.2% 6.0%

10歳 - - 6.5% 6.4%

11歳 - - 7.0% 6.9%

12歳 - - 7.1% 7.3%

13歳 - - 7.2% 7.4%

14歳 - - 8.2% 8.3%

15歳 - - 8.3% 8.5%

16歳 - - 7.7% 8.3%

17歳 - - 7.4% 7.9%

18歳 - - 6.3% 6.8%

19歳 - - 0.8% 1.1%

20歳 ＊ - ＊ -

21歳 ＊ - ＊ -

22歳 ＊ - ＊ -

平均年齢 1.4歳 1.6歳 11.5歳 11.8歳

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、年齢不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

乳児院 児童養護施設

構成割合（％）



乳児院・児童養護施設の現状②

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（３）こどもの委託時の年齢 （４）こどもの委託期間
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H30 R5 H30 R5

総数（人） 3,023 2,404          27,026 23,043        

0歳 72.0% 71.9% 0.2% 0.3%

1歳 16.8% 19.8% 2.3% 1.8%

2歳 4.8% 6.2% 19.5% 16.6%

3歳 0.6% 1.7% 13.0% 13.8%

4歳 0.1% 0.2% 8.3% 8.7%

5歳 0.1% 0.0% 6.8% 6.9%

6歳 - 0.0% 7.2% 7.2%

7歳 - - 5.8% 6.1%

8歳 - - 5.6% 5.7%

9歳 - - 4.9% 5.6%

10歳 - - 4.8% 5.1%

11歳 - - 4.3% 4.7%

12歳 - - 4.2% 4.6%

13歳 - - 3.8% 4.2%

14歳 - - 3.4% 3.7%

15歳 - - 2.9% 3.1%

16歳 - - 1.0% 1.2%

17歳 - - 0.4% 0.5%

18歳 - - 0.1% 0.1%

19歳 - - 0.0% -

20歳 ＊ - ＊ -

21歳 ＊ - ＊ -

22歳 ＊ - ＊ -

平均年齢 0.3歳 0.4歳 6.4歳 6.7歳

　　総数には、年齢不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

注）＊は、調査項目としていない。

児童養護施設乳児院

構成割合（％）

H30 R5 H30 R5

総数（人） 3,023 2,404 27,026 23,043

1年未満 42.6% 44.6% 14.0% 14.6%

 1年以上2年未満 30.5% 30.5% 13.7% 13.7%

 2年以上3年未満 15.1% 15.8% 11.4% 11.1%

 3年以上4年未満 4.9% 6.4% 10.1% 10.3%

 4年以上5年未満 1.0% 1.8% 7.9% 8.5%

 5年以上6年未満 0.4% 0.7% 6.7% 6.9%

6年以上7年未満 0.1% 0.1% 5.9% 5.9%

7年以上8年未満 - - 5.6% 5.3%

8年以上9年未満 - - 4.5% 4.8%

 9年以上10年未満 - - 4.2% 4.0%

 10年以上11年未満 - - 3.8% 3.4%

11年以上12年未満 - - 2.9% 2.9%

12年以上 - - 7.8% 8.6%

平均期間 1.4年 1.4年 5.2年 5.2年

構成割合（％）

注）総数には、期間不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

乳児院 児童養護施設



乳児院・児童養護施設の現状③

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（５）こどもの被虐待経験の有無、虐待の種類

（６）こどもの心身の状況
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虐待経験 虐待経験

あり 身体的虐待 性的虐待 ネグレクト 心理的虐待 なし

R5 23,043 71.7% 42.4% 5.2% 61.2% 33.1% 25.0% 3.0%

H30 27,026 65.6% 41.1% 4.5% 63.0% 26.8% 30.1% 4.0%

R5 2,404 50.5% 23.6% 0.1% 67.4% 20.4% 47.9% 1.2%

H30 3,023 40.9% 28.9% 0.2% 66.1% 16.4% 57.9% 1.1%

注）総数には、不詳を含む。

　　「虐待経験の種類（複数回答）」の構成割合は、「虐待経験あり」に対する割合であり、複数回答のため100％を超える場合がある。

虐待経験の種類（複数回答）
不明

 

構成割合（％）

児童養護施設

乳児院

総数（人）

身体虚弱
肢体不自

由
重度心身

障害
視覚障害 聴覚障害 言語障害 知的障害 てんかん

外傷後ス
トレス障害
（PTSD）

反応性愛
着障害

注意欠陥
多動性障

害
（ADHD）

学習障害
（LD）

広汎性発
達障害

（自閉症
スペクトラ

ム）

チック 吃音症
発達性協
調運動障

害

高次脳機
能障害

その他の
障害等

LGBT

児童養護 R5 23,043 42.8% 0.8% 0.3% 0.0% 0.5% 0.3% 0.6% 14.0% 1.0% 2.2% 7.0% 13.3% 1.8% 11.9% 1.3% 0.6% 0.5% 0.0% 6.5% 0.3%

施設 H30 27,026 36.7% 0.9% 0.3% 0.0% 0.6% 0.3% 0.7% 13.6% 1.1% 1.2% 5.7% 8.5% 1.7% 8.8% 1.2% 0.6% 0.4% 0.1% 5.1% 0.1%

R5 2,404 27.0% 10.9% 1.7% 0.7% 1.4% 1.1% 2.2% 4.6% 1.6% 0.2% 0.3% 0.7% 0.0% 1.7% 0.0% 0.1% 0.4% 0.2% 11.7% ＊

H30 3,023 30.2% 14.4% 2.1% 0.8% 1.3% 0.8% 3.2% 4.7% 1.2% 0.2% 1.3% 0.4% 0.0% 2.0% 0.1% 0.2% 1.5% 0.2% 10.2% ＊

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、不詳を含む。

　　「心身の状況（複数回答）」の構成割合は、総数に対する割合であり、複数回答のため100%を超える場合がある。

乳児院

心身の状況（複数回答）

該当あり

構成割合（％）

総数
（人）



乳児院・児童養護施設の現状④

【出典】

令和６年度全国乳児院入所状況実態調査・令和６年度全国乳児院充足状況調査

（令和７年10月社会福祉法人全国社会福祉協議会全国乳児福祉協議会）

（７）乳児院に入所しているこどもの通院状況 （８）乳児院に入所しているこどもの入院状況
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月間
通院件数

1日あたり
通院件数

＊1

平均在籍
児童数
＊2

1人あたり
通院件数

＊3

令和６年 ４月 30.6 1.02 2,571 1.74

５月 33.6 1.08 2,559 1.91

６月 32.4 1.08 2,543 1.86

７月 33.7 1.09 2,625 1.88

８月 29.2 0.94 2,636 1.62

９月 30.8 1.03 2,657 1.69

１０月 36.4 1.17 2,693 1.98

１１月 38.0 1.27 2,707 2.05

１２月 36.7 1.18 2,717 1.97

令和７年 １月 32.1 1.04 2,748 1.71

２月 32.9 1.18 2,811 1.71

３月 37.3 1.20 2,774 1.96

403.7 22.08

※有効回答＝146施設

＊1：1日あたり通院件数＝月間通院件数÷日数

＊2：平均在籍児童数＝月別在籍児童延べ人数（充足状況調査）÷日数

＊3：1人あたり通院件数＝月間件数÷平均在籍児童数＊2

1施設あたりの
通院件数

在籍児童数から
みた通院件数

4,499

月間
件数

4,465

4,899

4,729

4,923

4,260

5,319

5,555

5,360

4,686

4,800

5,450

合　計　（年間） 58,945

在籍
児童数
＊1

入院率
＊２

延日数
平均
件数
＊３

平均
延日数
＊４

１週間以内 573 3,405 16.8% 2,431 3.92 16.65

２週間以内 169 3,405 5.0% 1,630 1.16 11.16

３週間以内 30 3,405 0.9% 554 0.21 3.79

１か月以内 10 3,405 0.3% 261 0.07 1.79

２か月以内 12 3,405 0.4% 571 0.08 3.91

３か月以内 1 3,405 0.0% 56 0.01 0.38

３か月超 3 3,405 0.1% 540 0.02 3.70

798 3,405 23.4% 6,043 5.47 41.39

※有効回答＝146施設

＊1：在籍児童数は令和６年度暫定定員を含む定員数（充足状況調査）

＊2：在籍児童1人あたりの入院率＝件数÷在籍児童数＊１×100

＊3：1施設あたりの平均件数＝件数÷回答数

＊4：1施設あたりの平均延日数＝延日数÷回答数

入院期間別
件数

在籍児童1人
あたりの入院率

1施設あたりの
平均件数・平均日数

合　計



乳児院・児童養護施設の現状⑤

【出典】令和４年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「里親・ファミリーホーム・施設のあり方の検討に関する調査研究」

（９）児童養護施設に入所しているこどもの状況 （10）児童養護施設に入所しているこどもの

通院・服薬の状況

14



乳児院・児童養護施設の現状⑥

（11）短期入所生活援助事業（ショートステイ）の実施施設数

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

児童養護施設 513 507 518 539 598

乳児院 133 131 142 139 143

その他 296 280 314 352 343

合計 942 918 974 1,030 1,084

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

児童養護施設 285 281 302 313 319

乳児院 43 49 60 53 57

その他 158 164 181 203 222

合計 486 494 543 569 598

（12）夜間養護等事業（トワイライトステイ）の実施施設数

（13）短期入所生活援助事業（ショートステイ）・夜間養護等事業（トワイライトステイ）の延べ利用件数

【出典】全国児童養護施設協議会会員施設基礎調査（社会福祉法人全国社会福祉協議会全国児童養護施設協議会）

全国乳児院入所状況実態調査・全国乳児院充足状況調査（社会福祉法人全国社会福祉協議会全国乳児福祉協議会）

※成育環境課調べ（各年度実績）

※成育環境課調べ（各年度実績）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

児童養護施設 13,115 12,190 12,786 25,724 32,348

乳児院 3,402 4,309 5,449 6,762 9,732

15



施 設 機 能 強 化 推 進 費 の 概 要
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社会復帰等自立促進事業 専門機能強化事業
総合防災対策
強化事業施設入所児等社会（家庭）

復帰促進事業
心身機能低下
防止事業

処遇困難事例
研究事業

社会体験・
就労体験事業

養育機能等
強化事業

広域入所
促進事業

事業内容

ア 施設を退所し、社会復帰した
者（児）を施設に招き、入所児
（者）との交流活動を行うこと
等により、就労のための心構え、
社会性・協調性等入所児（者）
の社会復帰への自立意欲の向上
を図る。
イ 入所しているこどものうち、
家庭に問題がある等のケースに
ついてその保護者を施設に招き、
家庭環境の整備、処遇方法等の
指導を行うことにより、早期家
庭復帰を図る。
ウ 施設を退所した者のうち、生
活面や就労面の不安などにより
一時的に施設に戻ることができ
るよう、施設における居場所を
確保する。

地域のこども、学
生グループ、老人
クラブ等を定期的
に施設に招き、入
所児(者)との座談会、
レクリエーション
及び身寄りのない
入所児(者)の１日親
子対話等、交流の
機会を設けること
により、入所児(者)
の孤独感の解消、
心身機能の低下防
止等を図る。

在宅の障害児(者)等
の介護経験者や在
宅の非行等の問題
行動を有するこど
もの養育経験者等
を施設に招き、近
隣の施設の指導者、
保育士等と共に処
遇困難ケースにつ
いての研究会を行
うほか、職員の施
設間交流により新
たな処遇技術等を
体得させる。

児童養護施設、児
童自立支援施設、
児童心理治療施設
若 し く は フ ァ ミ
リーホームの入所
児童又は里親委託
児童のうち、中学
生以上のこどもに
対して、社会体験
や就労体験、職場
体験学習等を実施
することにより、
退所後の自立の促
進を図る。

家庭において、非
行等の問題行動を
有する児童を抱え
ている家族、また
は夫の暴力の問題
等を抱えている母
子世帯及び女性に
対し養育や問題解
決方法等について
の相談にのり、指
導することを通じ
て、家庭で行って
いる様々な養育の
方法や夫の母子等
に対する暴力等の
実態を把握し、知
識を深める。

母子生活支援施設
において、夫の暴
力等のため、住所
地から避難する母
子世帯等が利用す
るための寝具、調
理器具等を準備す
ることにより広域
入所の円滑な実施
を図る。

施設における火災・
地震等の災害時に備
え、職員等の防災教
育及び災害発生時の
安全かつ迅速な避難
誘導体制を充実する
等施設の総合的な防
災対策の充実強化を
図る。

実施方法
（例）

ア①施設経験者等部外者を招へい
し、講話、座談会を実施する。

②入所児童の一般工場、事業所
等への見学あるいは、事業主
等への施設紹介などを実施す
る。

イ 保護者を招き、家庭環境の整
備、処遇方法等の指導を行う。
ウ 施設内に空き居室など施設退
所者を受け入れられるスペース
がある場合に、施設退所者を一
定期間住まわせ、必要に応じて、
関係機関との連携や生活指導、
就職指導等を行い、社会的自立
の促進を図る。

部外者招へいによ
る入所児(者)との座
談会、レクリエー
ション、１日親子
等を実施する。

① 近隣施設の職員
と共同で処遇困
難な事例等の研
究会を開催する。

② 職員を県内又は
県外の施設で実
施研修させる。

加算を受ける施設
等が、社会体験、
就労体験等を行う
児童の受入先を確
保し、施設長等が
当該事業を実施す
ることが適当と認
める中学生以上の
児童に対し実施す
る。

パンフレット、ス
ライド、ビデオ等
により養育方法等
を助言、指導する。

寝具、調理器具、
日用品等の整備を
図る経費を助成す
る。

① 現体制では夜勤体
制及び宿直体制の
確保が困難な施設
に宿直専門員を雇
上げる等夜間巡視
体制の強化を図る。
② 地域住民等への防
災支援協力体制の
整備及び合同避難
訓練等を実施する。
③ 職員等への防災教
育、訓練の実施及
び避難具の整備を
促進する。

加算単価
(R8年度・年額)

（ア＋イ）30万円以内
（ウ） 30万円以内

30万円以内 30万円以内 10万円以内 15万円以内 45万円以内 45万円以内

１．一般事業
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自立生活支援事業 親子支援事業 家族療法事業 施設入所児童家庭生活体験事業

事業内容

児童養護施設等に入所しているこど
もについて、施設退所前等の一定期
間（概ね１年以内）、施設等の敷地外
の一軒家又はアパート等において、
自立のための一人暮らし又は少人
数での共同生活を行う。

地域の要支援家庭等の親子につい
て、児童養護施設等において通所又
は宿泊により受け入れ、親子分離に
至る前に親子関係の再構築に向け
た日常的な支援を行う
〔支援の内容〕
・発達段階に応じた育児・養育方法を一

緒に行いながら学習させる支援（ペア
レント・トレーニング等）

・育児・養育、生活に関する相談支援
・親子レスパイト支援
・子育て支援サービス等の情報提供や

関係機関への接続等の支援 等

児童養護施設等に入所しているこど
もや地域のひきこもっているこども等
について、３か月から６か月を単位と
した計画をたて、面接や宿泊による
受け入れ、親子レクリエーション、家
庭訪問等による支援を行う。

児童養護施設等に入所しているこど
もについて、週末や夏季休暇等の連
続した休暇の期間等を利用して、里
親家庭やボランティア家庭において
家庭生活を体験する。

対象施設

児童養護施設、児童心理治療施設、
児童自立支援施設、母子生活支援
施設、児童自立生活援助事業所、里
親、ファミリーホーム

児童養護施設、乳児院、児童心理治
療施設、児童自立支援施設、母子生
活支援施設

児童養護施設、乳児院、児童心理治
療施設、児童自立支援施設

児童養護施設、乳児院、児童心理治
療施設、児童自立支援施設

対 象 者

対象施設等に入所しているこども ・地域の要支援家庭
・里親、特別養子縁組家庭
・特定妊婦
・家庭復帰間もないこどもがいる家庭
・その他、実施施設、市町村、児童相

談所及びその他関係機関が必要
と認めた家庭等

・対象施設に入所しているこどもとそ
の家族

・地域のひきこもっているこどもとそ
の家族

対象施設に入所しているこども

加算額
(R8年度・

年額)

居住場所１人分につき最大で
84万9,000円

※１施設につき最大６人

１施設当たり年674万円 ・実施延家族数年間125家族以上
216万1,000円

・実施延家族数年間125家族未満  
108万円

・未委託里親家庭及びボランティア
家庭※

191,400円×年間対象者数

・上記以外の家庭
125,400円×年間対象者数

※子育て支援員研修（社会的養護コー
ス）受講者等に限る。

２．特別事業



１．目的

乳児院は、乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、幼児を

含む。）を入院させて、これを養育し、あわせて退院した者について相談その他の援助を行うことを目的とする

施設。（児童福祉法第37条）

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について

寝室（乳幼児1人2.47㎡以上）、観察室（乳児1人1.65㎡以上）、診察室、病室、ほふく室、相談室、調理室、

浴室、便所

４．施設数、定員、現員数

乳 児 院 の 概 要

施設数 定員 現員数

147か所 3,707人 2,289人

（出典）福祉行政報告例（令和7年3月末現在）

＜対象児の具体例＞ ・父母が死亡、行方不明となっている乳児
・父母が養育を放棄している乳児
・父母の疾病等により父母による養育が困難な乳児

※ 乳幼児が10人以上いる場合の基準。10人未満の場合は別途規定
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５．職員配置について

６．主な職員の配置状況

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

医師又は嘱託医 必置 １人

看護師
保育士
児童指導員

（乳幼児10人以上の場合）
０～１歳児 1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 4.0人につき１人

（乳幼児10人未満の場合）
７人（ただし、看護師は７人のうち１人以上）

（乳幼児10人以上の場合）
０～１歳児 1.3～1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 3.0～4.0人につき１人
※高機能化された生活単位 乳幼児0.8人つき１人

（乳幼児10人未満の場合）
７人（ただし、看護師は７人のうち１人以上）

個別対応職員 必置 １人

心理療法担当職員 必置（ただし心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合に限る）

１～２人

家庭支援専門相談員 必置 １～３人

里親支援専門相談員 － １～２人

栄養士 必置 １人

調理員 必置（ただし調理業務の全部を外部委託する場合、配置
しないことが可能）

乳幼児10人未満の施設の場合１人
乳幼児10人以上30人未満の施設の場合４人（30人定員以
降、定員が10人増加するたびに１人加配）

事務職員 － １人

配置施設数
（施設数：１４７施設）

配置人数

心理療法担当職員
１０９施設

（７４．１％）
１６４人

里親支援専門相談員
１２７施設

（８６．４％）
１５０人

家庭支援専門相談員
１４７施設
（１００％）

２１２人

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月1日現在） なお、家庭支援専門相談員のうち、５５施設６５人は加配職員 19



１．目的

児童養護施設は、保護者のない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境の確保その他の理由により特に

必要のある場合には、乳児を含む。）、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、これを

養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法

第41条）

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について

児童の居室（1室の定員4人以下、1人4.95㎡以上、乳幼児のみは定員6人以下、1人3.3㎡以上、年齢に応じて男女

別とする）、相談室、調理室、浴室、便所（男女別、少数の児童の場合を除く）、医務室及び静養室（児童30人以

上の場合）、職業指導に必要な設備（年齢、適性等に応じて設置）

４．施設数、定員、現員数

児 童 養 護 施 設 の 概 要

（出典）福祉行政報告例（令和7年3月末現在）

＜対象児の具体例＞ ・父母が死亡、行方不明となっている児童
・父母等から虐待を受けている児童
・父母が養育を放棄している児童

施設数 定員 現員数

607か所 28,546人 21,472人
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５．職員配置について

６．主な職員の配置状況

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

児童指導員
保育士

（本体施設）
０～１歳児  1.6人につき１人
２歳児  2.0人につき１人
幼児（３歳以上）    4.0人につき１人
児童（小学生以上）  5.5人につき１人

（地域小規模児童養護施設等）
－

（本体施設）
０～１歳児       1.3～1.6人につき１人
２歳児     2.0人につき１人
幼児（３歳以上）     3.0～4.0人につき１人
児童（小学生以上）  4.0～5.5人につき１人
※高機能化された生活単位 児童１人につき１人

（地域小規模児童養護施設等）
４～６人

個別対応職員 必置 １人

心理療法担当職員 必置（ただし心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合に限る）

１～２人

家庭支援専門相談員 必置 １～３人

里親支援専門相談員 － １～２人

自立支援担当職員 － １人

職業指導員 必置（ただし実習設備を設けて職業指導を行う場合に限
る）

１人

栄養士 必置（ただし40人以下の施設の場合、配置しないことが
可能）

１人

調理員 必置（ただし調理業務の全部を外部委託する場合、配置
しないことが可能）

児童90人未満の施設の場合４人（90人定員以降、定員が
30人増加するたびに１人加配）

看護師 ０～１歳児1.6人につき１人（ただし１人を下ることはで
きない）

同左

配置施設数（施設数：６０６施設） 配置人数

心理療法担当職員 ５３５施設（８８．３％） ９０８人

里親支援専門相談員 ４２４施設（７０．０％） ４４５人

家庭支援専門相談員 ６０６施設（１００．０％） １,０２０人

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月1日現在） なお、家庭支援専門相談員のうち、３５８施設４１４人は加配職員 21



（参考）前回までの専門委員会を踏まえたこどものケアニーズの整理について
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１．ケアニーズの背景等（こどもたちの状態に関わる因子）
※ケアニーズの背景等について、見落としを防ぐため、便宜的に類型ごと
に分類して記載しており、重複もあり得る。

Ⅰ 特性
①知的障害（疑い含む）
②発達障害（疑い含む）
（例）ADHD、LD、ASDなど

③身体障害（疑い含む）
（例）身体虚弱、肢体不自由、視覚障害、聴覚障害など

Ⅱ 経験
④被虐待経験
       身体的虐待、心理的虐待、ネグレクト、性的虐待
⑤喪失体験
（例）親の死、兄弟姉妹の死、父母の離婚、再婚など

⑥犯罪被害、いじめ
⑦精神障害（疑い含む）
（例）PTSD、トラウマ、統合失調症、双極性障害など

⑧アタッチメント（愛着）形成上の課題
（例）不適切な養育等による不安や緊張の高さ、過適応、 不得

手なコミュニケーション、対人距離のとれなさ、 自己肯
定感の低さ、協調性のなさなど

Ⅲ 環境
⑨生育環境
（例）基本的な生活習慣、経済状況、家庭環境、養育機能、 地域

社会の養育環境、対人被害、妊娠中の母親の体調など
Ⅳ 現在の状況と環境

（例）保護的・補償的体験ができているか、安全な居場所があるか、
生活環境が与えている影響等

※上記を考える際には、こどもの過去から現在までの状況、背景、こども
自身の強み等を踏まえ、ストーリーが見えてくるような形でのアセスメン
トが必要。
※上記は、各事項の相互作用の中で成り立っているものであり、個々に独
立して存在しているものではないことに留意。

※本資料は、あくまでこどもが直面し得る過酷な経験等として考えられ
るものを幅広く列挙したものであり、社会的養護を必要とするこどもが
一概にこれらに当てはめることができないことに留意が必要。

２.ケアニーズが満たされていない時にでるサインの例
～成長過程における過酷な経験や困難に直面したこども達にとって、そ
のニーズが満たされていないことに伴いでるサイン～
※サインについて、見落としを防ぐため、便宜的に類型ごとに分類して記載
しており、重複もあり得る。

Ⅰ 身体的側面
①身体的な発育の遅れ
②年齢不相応なADL
③神経生理学的な機能不全

Ⅱ 心理的側面
④癇癪（感情コントロール）
⑤膠着・緘黙
⑥希死念慮・自殺企図
⑦こだわりの強さ
⑧摂食障害（過食・拒食・異食・誤嚥）
⑨睡眠の課題（不眠・過眠・中途覚醒・夜驚・寝付きの悪さ・ 昼夜
逆転）

⑩精神的不調（抑うつ・不安・恐怖）
⑪解離
⑫多動・集中困難
⑬言語発達の遅れ
⑭認知的な発達の遅れ・ゆがみ
⑮共依存
⑯コミュニケーションの困難さ
⑰衝動性の高さ
⑱感覚過敏・鈍麻

Ⅲ 社会的側面
⑲不良、非行、虞犯行為
⑳虚言
㉑性的逸脱行為
㉒自傷
㉓他害（暴言・暴力）

Ⅳ その他
㉔過剰適応
（例）大変な状況にも関わらず何も問題ないように見える、

一般的に泣くような場面で泣かないなど

※サインがでていない＝支援が必要ない、ということではないことに留
意が必要。
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３．こどものケアニーズの緊急性・重大性・複雑性を測る観点

①現に集中的な対応が必要なもの
②放置すると重篤度合いが増すもの
・身体的成長を阻害するもの
・精神的成長を阻害するもの

③生命にかかわるもの
④重複して表出する場合が多いもの
⑤年齢を重ねるごとに自然に軽減することが期待できるもの
⑥年齢を重ねるごとに大きくなるもの
⑦軽減や改善に時間を要するもの
⑧支援の効果が出やすいもの
⑨支援の効果が出にくいもの
⑩専門職による支援が必要なもの
⑪医師による治療が必要なもの

※①～⑪について、全体的な観点からのアセスメントが必要。

４．１～３を測る上での留意事項
１～３を測る上で、どのような点に留意が必要か。１～３それぞれ

で複数の事項に該当することがあること、その組み合わせやこどもの
ニーズの緊急性・重大性・複雑性も一定ではないこと、こどもの成長
やケアの進捗等に伴うこどもの変化もありタイミングによって評価が
異なり得ることについて、どう考えるか。

①年齢によるニーズや緊急性・重大性・複雑性の変化
②表出する場所や時間帯等の環境要因によるこどものニーズの緊急
性・重大性・複雑性の変化

③家族との関係性
④支援を行う職員との関係性
⑤乳児であることへの留意
⑥地域社会との関係性
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